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第 1 　問題意識
　特定の個人や法人，権利能力なき社団に対して名誉毀損が行われた場合，
個人や法人，権利能力なき社団には社会的評価が観念できるから，当該個
人，法人，社団自体に対する名誉毀損として，不法行為が成立し得る。
　では，特定の個人や法人，社団に対してではなく，法人や社団ではないグ
ループ（以下，これを「集団」という）に対して名誉毀損的表現が向けられた場
合はどうか。たとえば，「関西人は品がない」というような表現がなされた
場合である。この場合，「関西人」という人々の集まり（集団）は一応観念で
きるものの，その集団は一定の目的によって結集したわけではないから社団
性がなく，当該集団に対する社会的評価が観念できない。そのため，当該集
団自体に対する不法行為は成立しない。
　不法行為が成立するとすれば，当該集団に属する構成員に対してである。
集団に対する名誉毀損的表現がなされた場合は，その対象が漠然としている
ため，原則として，その集団に属する構成員に対する名誉毀損にはならず，
例外的に「集団が比較的小さく，かつ集団員が特定しているとき」に，集団
に属する構成員に対する名誉毀損が成立し得ることが学説上指摘されてお
集団に対する名誉毀損の成否
─最高裁平成15年10月16日第一小法廷判決 
（民集57巻 9 号1075頁）を題材として─
土 平 英 俊
判例研究
110　　創価ロージャーナル第11号
り，「集団が比較的小さく，かつ集団員が特定している」例として，東京高
裁昭和29年 5 月11日判決（最高裁昭和31年 7 月20日判決・民集10巻 8 号1059頁。以下
「昭和31年判決」という）が紹介されていることが多い
１）
。
　昭和31年判決は，ある自治会に向けられた表現によってそこに所属する51
名
２）
の名誉が毀損されたとする事案であった。しかし，最高裁平成15年10月16
日第一小法廷判決・民集57巻 9 号1075頁（以下「本判決」という）は，それよ
りも規模の大きい集団に対する表現が問題となった事案で，第一審は原告と
なった376名の社会的評価の低下を肯定し，最高裁もその判断を是認した。
　本判決については，「被害者が特定している場合」だと説明するもの
３）
や，
本判決の事案を「従来の法人・集団に対する名誉毀損が問題となる場合につ
いて行なわれてきた議論」に即して考えた場合，「集団員に対する名誉毀損
による不法行為責任を成立させるものではないとされたと考えられる」との
見解がある
４）
。
　本稿では，これまで裁判例が，集団に対する名誉毀損によって構成員に対
する不法行為が成立するか否かについてどのような立場をとってきたかを検
討した上で，本判決が比較的大規模な集団について社会的評価の低下を認め
たことの適否について検討する。
1 ）　加藤一郎編『注釈民法（19）債権（10）』187頁〔五十嵐清〕（有斐閣，1965年），伊藤正巳
編『現代損害賠償法講座 2 』131頁〔森泉章〕（日本評論社，1972年），五十嵐清「人格権法概
説」36頁（有斐閣，2003年）等
2 ）　後述のように，問題となった表現の対象となったのは167名おり，うち51名が原告となっ
た。
3 ）　窪田充見編『新注釈民法（15）債権（ 8 ）』494頁以下〔水野謙〕（有斐閣，2017年）。なお，
同書では，本件放送によって原告らの名声や信用などの「人格的価値にかかわる社会的評価ま
で低下したといえるのかは疑問」と述べられている。
4 ）　建部雅「不法行為法における名誉概念の変遷」112頁（有斐閣，2014年）
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第 2 　本判決の事案と裁判所の判断
1 　事案の概要
　（1）　平成11年 2 月 1 日，テレビ放送事業者である被告 Y 1 株式会社が，
ニュース番組内において，S 県 A 市産の農作物について，「A ダイオキシン
農作物は安全か？」「汚染地の苦悩　農作物は安全か？」と題する約16分間
のダイオキシン問題に関する特集番組を放送した（以下「本件放送」という）。
　本件放送では，前半部分において記録映像等が放映され，後半部分で番組
のキャスターB と，Y 1 の番組制作に協力した株式会社 Y 2 研究所の代表取
締役である C らの対談が放映された（対談部分のやり取りの詳細は別紙のとお
り）。対談では，Y 2 の調査結果によれば“A 産の野菜”のダイオキシン類
５）
濃度が検体 1 g 当たり0.64～3.80ピコグラム
６）
TEQ
７）
である，と記載されたフリ
ップが示され，その「野菜」とは「ほうれん草をメインとする A 産の葉っ
ぱ物」である旨の説明がされた。
　実際には，Y 2 の調査によるダイオキシン類濃度の最高値である3.80ピコ
グラム TEQ という数値は，葉物野菜ではなく「せん茶」についての測定値
であったが，放送ではそのことが明らかにされなかった。
　（2）　本件放送翌日の平成11年 2 月 2 日以降，A 産のほうれん草を中心と
する野菜の取引停止が相次ぎ，取引量や価格が下落した。また，S 県知事が
5 ）　一審判決によれば，ダイオキシンとは，「塩素系化合物の一種であるポリ塩化ジベンゾ─パ
ラ─ジオキシン（PCDD）の通称」であり，これに，物理化学的性質や毒性作用が類似する
「ポリ塩化ジベンゾフラン（PCDF）」と「コプラナーポリ塩化ビフェニル（Co─PCB）」を含め
たこれら三種の化合物群が「ダイオキシン類」と総称されている。
6 ）　 1 兆分の 1 グラム。
7 ）　Toxicity Equivalency Quantity（毒性等価量）の略。ダイオキシン類には，ベンゼン環に
結合している塩素原子の数やその位置の違いによって，数百種の異性体があり，異性体毎に毒
性の強弱が異なると言われる。ダイオキシン類全体の毒性の強さは，そこに含まれている個々
の異性体の種類や比率によるため，異性体の量を合計するだけでは，毒性の強さを示せたこと
にならない。そこで，最も毒性が強いダイオキシンの異性体である「 2 ， 3 ， 7 ， 8 ─四塩化
ジベンゾ─パラ─ジオキシン」の毒性を 1 としたときの相対的な毒性を示した係数を用いて換算
した値によって異性体ごとの毒性を表記する必要があり，これを毒性等価量という。
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同年11月 4 日に記者会見を開き，A 産野菜等のダイオキシン類調査を実施
することを表明し，同月 5 日には県が Y 1 と Y 2 に対し，本件放送内容に
関する資料の提供を要請するなどした。
　Y 2 は，平成11年 2 月17日，S 県からの資料提供の要請に応じ，県知事に
対し，本件放送のもとになった自主調査研究の中間報告書を提出し，Y 1
は，平成11年 2 月18日，S 県が上記中間報告書の内容を公表したのを受け
て，同日のニュース番組において，本件放送の中でダイオキシン類濃度が 1
グラム当たり3.8ピコグラム TEQ もあるとされた検体が，A 産のせん茶であ
ることを明らかにし，A のほうれん草生産農家に迷惑をかけたことを謝罪
した。また，その後郵政大臣が，Y 1 に対し，報道に不正確な表現があった
として厳重注意する行政指導をした。
　（3）　S 県 A 市内において，ほうれん草，人参，小松菜などの野菜あるい
は麦，里いもなどを生産，販売して生計を立てている農業者376名（以下「X
ら」という）は，本件放送によって A 産の野菜等の安全性に対する信頼が傷
つけられ，社会的評価が低下して，精神的損害等を被ったと主張して，Y 1
及び Y 2 研究所に対し損害賠償を求め，Y 1 に対しては謝罪広告も求めた。
　損害賠償について，X らは，①精神的損害，②野菜の価格暴落，及び③
播種できなかったことによる経済的損害を損害として主張しており，376名
のうち160名は①精神的損害（慰謝料各20万円）のみを主張し，その他216名
は，①②③の全てか，①と②，あるいは①と③を損害として主張している。
　（4）　Y 2 の調査結果によれば，検体 1 g 当たり0.64～3.80ピコグラム TEQ
の数値が示されたのは「せん茶」であったのに，本件放送ではそのことが明
らかにされず，フリップに“A 産の野菜”であると記載され，また，その
「野菜」とは「ほうれん草をメインとする A 産の葉っぱ物」である旨の説明
がされたのは，以下のような事情によるものであった。
　環境科学，環境政策専門のシンクタンクとして，国や地方公共団体の委託
により環境政策や環境計画の立案を手がける一方，自主研究を数多く実施
し，その研究結果を公表していた団体である Y 2 は，平成 4 年度に A 市か
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ら委託を受けて大気汚染の調査を行い，平成 5 年 3 月に調査結果を A 市に
提出した後，A 市周辺におけるダイオキシン類汚染の自主調査に取り組む
ようになっていた。平成10年11月以降は，ダイオキシン類問題に関する市民
団体の代表者や，A 市で農業を営む者から，せん茶，ほうれん草，大根の
葉・根などの検体の提供を受け，ダイオキシン類の測定分析を行っていた。
　Y 2 は，Y 1 からの要請に応じて C が番組に出演することを承諾する際，
自主調査の結果として，上記分析結果のうち，①3.60ピコグラム TEQ，②
3.81ピコグラム TEQ，③0.750ピコグラム TEQ，④0.681ピコグラム TEQ，
⑤0.635ピコグラム TEQ という 5 つの数値を Y 1 に伝えた。①②はせん茶，
③④⑤はほうれん草の数値であったが，Y 2 は，検体提供者への配慮から，
Y 1 に対しては個々の検体の品目を伝えず，A 産農作物から検出された値で
あることのみを伝えた。
　本件放送では，もともと，Y 2 の調査結果の数値及び調査対象となった農
作物の品目は公表しない予定となっていたが，本件放送開始直前に，Y 1 の
要請により，急遽，数値のみを公表することになった。そのため Y 1 は，A
産農作物から検出された数値として，Y 2 から伝えられた数値が A 産の
「野菜」の数値であると誤解した。C は，B や他のスタッフとの打合せ時間
が十分にはなかったため，検体の具体的な品目を伝えられず，B の誤解を解
くことができないまま，生放送である本件放送に出演した。
　こうした事情から，Y 2 の調査結果として上記フリップに示された 1 g 当
たり3.80ピコグラム TEQ との数値は実際には「せん茶」についての測定値
であったのに，「ほうれん草をメインとする A 産の葉っぱ物」である旨の説
明がされたのであった。
2 　第一審（請求棄却）
　第一審のさいたま地裁平成13年 5 月15日判決［佐藤康裁判長，芹澤俊明裁
判官，設樂隆一裁判官］（判タ1063号277頁）は，まず，テレビ放映により人の
社会的評価が低下したか否かの判断基準について，「当該テレビ放映の一般
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の視聴者が普通の注意・関心をもって当該テレビ放映を視聴した場合に受け
る印象」を基準として，判断すべきであると判示した。
　そして，本件放送によって X ら376名の社会的評価が低下したといえるの
について，判決は，一般の視聴者が本件放送を見た場合，「A 産野菜のう
ち，ほうれん草等の葉物野菜は，ダイオキシン類の含有濃度が他より高く，
これを通常の量食べると WHO のダイオキシン類の耐容一日摂取量の基準
を超えることになってあまり安全ではなく，これを食べるのは控えた方がよ
いとの印象を持つであろうことは容易に想像しうる」，「本件放送が A 産の
ほうれん草等の葉物野菜の安全性に対する信頼を失わせ，ひいては A 市内
において各種野菜を生産する原告らの社会的評価を低下させたものであるこ
とは明らかである」と判示し，本件放送により，X らの名誉が毀損された
ことを認めた。
　被告 Y 1 は，「本件放送の内容は原告らが栽培している個々の農作物がダ
イオキシン類に汚染されていることを摘示するものではないから，原告ら各
自の社会的信用や評価を低下させるものではなく，原告ら各自に対する名
誉・信用毀損行為には該当しない」と主張していたが，判決は，「不法行為
としての名誉毀損が成立するための要件としては，本件放送のように A 市
内において野菜を生産する農家といった程度に相手方が特定されていれば十
分である。したがって，本件放送は，原告ら個々人の名誉を毀損したものと
いえる」と判示して，被告の当該主張を排斥した。
　但し，判決は，本件放送は公共の利害に関し，専ら公益を図る目的からな
されたものであり，かつ，主要な部分において真実であると認められるから
違法性はないなどとして，被告らの不法行為責任の成立自体は否定した。
3 　控訴審（控訴棄却）
　X ら376名のうち，41名が控訴した（この中には，①精神的損害のみを主張する
者が 9 名いる）。
　控訴審の主たる争点は，本件放送が公共の利害に関し，専ら公益を図る目
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的でされたものか否か，また，本件放送が摘示する事実が真実であるかの点
であった。
　東京高裁平成14年 2 月20日判決［雛形要松裁判長，小林正裁判官，萩原秀
紀裁判官］（判時1782号45頁）は，「当裁判所も，本件放送による報道（事実及び
これに基づく論評ないし意見の提示）の内容となる事実の主要な部分は真実であ
ると認められ，それに基づく論評ないし意見もさほどの逸脱があるとは認め
られないから，本件放送による報道が生じさせた名誉毀損については，その
違法性は阻却され，被控訴人らの控訴人らに対する不法行為責任は成立しな
いものと判断する」と判示した。
　すなわち，控訴審判決も，本件放送が X らの社会的評価を低下させると
いう第一審の判断を前提にし，その上で，真実性・相当性の抗弁の成否を検
討している。そして，本件放送で示されたダイオキシン類濃度のうち3.80ピ
コグラム TEQ という数値はせん茶の値であって，ほうれん草をメインとす
る葉物野菜の値でないことは明らかであるから，結局，Y らは，本件放送
時点において，A 産の野菜から3.80ピコグラム TEQ に相当するダイオキシ
ン類が検出された旨のデータを有していなかったこととなり，せん茶が示し
た数値であることを明確に断った上で報道しなかった Y 1 や，これがせん
茶の数値であることを本件放送前に Y 1 に明確に伝えず，本件放送内でも
「葉っぱもの」という表現を用いた C の対応は，「一般の視聴者に A 産の野
菜から3.8pgTEQ／g という高濃度のダイオキシン類が検出されたとの認識
を抱かせるものであり，不適切なものであったといわざるを得ない」とし
た。そして，真実性の立証の対象となる当該放送の重要部分は，“A 産の野
菜の中に 1 g 当たり3.80ピコグラム TEQ のダイオキシン類を含むものが存
した”という部分であり，この部分については，別の調査結果（摂南大学薬学
部教授が行った調査）において，A 産のラベルが付けられた白菜（ 1 検体）か
ら，上記最高値に比較的近似した3.4ピコグラム TEQ という測定値が得られ
たことから，「本件放送当時，A 産の野菜の中に3.8pgTEQ／g のダイオキシ
ン類を含むものが存在したことは事実と認められ，結局そのことについての
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真実性の証明があったと認められる」として，不法行為責任は成立しないと
判示した。
4 　上告審（破棄差戻）
　41名の控訴人のうち，29名が上告した。
　上告審の最高裁平成15年10月16日第一小法廷判決［横尾和子裁判長，深澤
武久裁判官，甲斐中辰夫裁判官，泉徳治裁判官，島田仁郎裁判官］（民集57巻
9 号1075頁，判時1845号26頁，判タ1140号58頁）は，「本件放送は，一般の視聴者
にほうれん草等の A 産の葉物野菜の安全性に対する信頼を失わせ，A 市内
において各種野菜を生産する上告人らの社会的評価を低下させ，上告人らの
名誉を毀損したものと認められる」とした原審の判断を「是認することがで
きる」とした一方，原審が「本件放送により摘示された事実については，そ
の重要な部分がすべて真実であると認められるから，本件放送による名誉毀
損については，違法性が阻却され，被上告人の上告人らに対する不法行為は
成立しない」と判断したことについては是認することができないとし，原判
決を破棄し，原審に差し戻した。
　すなわち，最高裁は，新聞記事等の報道の内容が人の社会的評価を低下さ
せるか否かについては「一般の読者の普通の注意と読み方」を基準とすべき
であるとの昭和31年判決を引用し，テレビ放送が人の社会的評価を低下させ
るか否かについても「一般の視聴者の普通の注意と試聴の仕方」を基準とす
べきであり，「テレビジョン放送をされた報道番組によって摘示された事実
がどのようなものであるか」（すなわち，摘示事実が何か）を判断するについて
も，「一般の視聴者の普通の注意と視聴の仕方とを基準として判断するのが
相当である」と判示した。そして，「新聞記事等の場合とは異なり，視聴者
は，音声及び映像により次々と提供される情報を瞬時に理解することを余儀
なくされるのであり，録画等の特別の方法を講じない限り，提供された情報
の意味内容を十分に検討したり，再確認したりすることができない」という
テレビ放送の特殊性を指摘し，「当該報道番組により摘示された事実がどの
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ようなものであるかという点については，当該報道番組の全体的な構成，こ
れに登場した者の発言の内容や，画面に表示されたフリップやテロップ等の
文字情報の内容を重視すべきことはもとより，映像の内容，効果音，ナレー
ション等の映像及び音声に係る情報の内容並びに放送内容全体から受ける印
象等を総合的に考慮して判断すべき」であるとした。そして，そのような見
地に立った場合，本件放送は「ほうれん草を中心とする A 産の葉物野菜が
全般的にダイオキシン類による高濃度の汚染状態にあり，その測定値は，
Y 2 研究所の調査結果によれば， 1 g 当たり『0.64～3.80ピコグラム TEQ』
である」との事実を摘示するものというべきであり，その重要部分は，「ほ
うれん草を中心とする A 産の葉物野菜が全般的にダイオキシン類による高
濃度の汚染状態にあり，その測定値が 1 g 当たり『0.64～3.80ピコグラム
TEQ』もの高い水準にあるとの事実であるとみるべきである」，と判示し
た。
　その上で，A 産のラベルの付けられた「白菜」から 1 g 当たり3.4ピコグ
ラム TEQ というダイオキシン類が検出されたとしても，その採取の具体的
な場所も不明確な，しかもわずか 1 検体の白菜の測定結果をもって，重要部
分について真実性の証明があるということはできないとして，原判決のうち
Y 1 に対する請求の部分を破棄した。
5 　差戻審
　差戻控訴審の東京高裁［大藤敏裁判長］において，平成16年 6 月16日，
Y 1 が農家29人に謝罪し，和解金1000万円を支払うことなどを条件に，和解
が成立した。
第 3 　集団に対する名誉毀損に関する裁判例
1 　肯定例
　（1）　最高裁昭和31年 7 月20日判決［栗山茂裁判長，谷村唯一郎裁判官，
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池田克裁判官］（民集10巻 8 号1059頁）
　社団人東京新聞社（被告）が，日刊新聞「東京新聞」に，「深夜，警官三百
が包囲“多摩の上海”の手入れ，台湾人の麻薬団を検挙」との見出しで，
「かねてから大掛りな麻薬団のあることを内てい中の国警本部ならびに厚生
省麻薬課東京都事務所では 1 日午後10時30分から 2 日午前 0 時30分までに約
300名の署員と麻薬 G メンを動員，その本拠北多摩郡昭和町築地三三『八清
住宅』内東京華僑連合会三市三多摩悦来自治会を急襲，同会内医師 A（29）
ら女子 3 名を含む台湾人 7 名を麻薬取締令違反容疑で検挙するとともに麻薬
を押収さらに無職 B（29）ら 2 名を外人登録令，ドル不法所持容疑で検挙し
た。調べによると畑の中にあるこの建物は“三多摩のシヤンハイ”といわ
れ，台湾人63世帯167名が住み，繊維，麻薬などのブローカーを常習として
おり，附近の人々は厳重な監視網によって立ち入りや交際を断たれていた。
国警本部では二年越し一味の動静を内てい，今回の検挙となったものであ
る」，などと記載した記事を掲載した。
　東京都北多摩郡昭和町（現昭島市）所在の上記住宅に居住する中華民国人
で形成された三市三多摩華僑悦来自治会は，「華僑53世帯167名が日本に居住
する華僑の共同利益の擁護を目的として組織する民主的団体」であるとこ
ろ，上記記事により，自治会が大掛りな麻薬団の本拠であるとの事実を摘示
され，自治会の名誉を毀損された，と主張した。
　また，自治会の構成員中の世帯主である51名は，記事中，「調べによると」
以下の部分は，自治会を除く原告らを含む華僑53世帯167名が周囲の日本人
との交際を断って日本人が上記住宅に出入するのを監視し，ひそかに麻薬等
の売買を常習としている，との事実を摘示するものであり，原告ら51名の名
誉を毀損する，として損害賠償及び謝罪広告を求めた。
　記事の後段部分に「調べによると畑の中にあるこの建物は」とある点に留
意して記事の前段部分を精読すれば，本件記事は，「大掛りな麻薬団の本拠」
が自治会そのものであるとの意味ではなく，“大掛かりな麻薬団の本拠が自
治会の所在する建物内にある”という意味に解せられないこともなかったた
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め，果たして本件記事が自治会の名誉を毀損するのかが問題となった。
　控訴審の東京高裁昭和29年 5 月11日判決［斎藤直一裁判長，菅野次郎裁判
官，坂本謁夫裁判官］（下民集 5 巻 5 号681頁）は，「新聞の報道記事は一般に精
読されるというよりはむしろ表面の文字どおりに読過されるものであること
は，経験則に照して疑のないところであるから，たとえ右記事がそのような
意味に解しえたとしても，名誉毀損の根拠たる事実の有無の判断について
は，なお事実に反するものというを妨げない」として，自治会の名誉を毀損
すると判示し，取消広告の掲載を命じた。
　また，自治会を除く原告らの名誉毀損の点について，控訴審判決は，上記
記事は自治会を除く原告（被控訴人）らを含むアパートの居住者を「『麻薬等
のブローカーを常習としておる』としている趣旨に解せられ，これを一読す
る者をして，被控訴人らを，犯罪を構成する麻薬取引等の大集団の拠点もし
くは麻薬取引等の常習斡旋者であると推断せしめるものである」から，この
記事により同人らの名誉を毀損したものというべきである，として取消広告
の掲載を命じた。
　（2）　東京地裁平成19年 7 月31日判決［須藤典明裁判長，髙橋伸幸裁判
官，古賀大督裁判官］（平成18年（ワ）第8261号，ウエストロー文献番号
2007WLJPCA07318006）
　本件は，後述の東京地裁平成17年 2 月24日判決（判タ1186号175頁）から派
生した事件である。
　東京地裁平成17年 2 月24日判決の翌日25日午後 3 時から実施された都庁会
見室における定例の記者会見において，石原知事は，出席した記者から，上
記判決に対する感想などを尋ねられた際，「判決よりも裁判そのものが不思
議なんですね」と答えた上，同判決の事件で問題となった発言（先行発言）
などで紹介した教授の考え方に賛同するのかとの質問に対し，「僕は初めて
聞いたことにショックを受けたから，それを取り次いだだけですよ。ある会
合で。」「そこに変な左翼がいたんだよ。それが喧伝したわけだ。」と発言し
（発言①），また，その発言に続けて，「まあ，あれは裁判のための裁判で，あ
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の人たちのパフォーマンス。その域を出ないね」と発言した（発言②）。
　この発言を受け，上記事件の原告のうち92名が，東京都に対し，国家賠償
法 1 条 1 項，民法723条等に基づき， 1 人11万円の慰謝料等の損害賠償及び
名誉回復処分等を求めた。
　判決は，発言①については，この発言の文脈を前提にすると，「ここで石
原知事が言っていることは，『石原知事が先行発言をしたある会合に変な左
翼がいて，その変な左翼が，石原知事の先行発言を聞き，石原知事がそのよ
うな先行発言をしたことを社会に広めた。そして，それを聞きつけた原告ら
が前訴を提起するに至った』ということであると考えられる」から，発言①
で述べられた「変な左翼」というのは，「石原知事が先行発言をした際に会
場にいて，その後，先行発言を社会に広めた者を指していることは明らかで
あり，前訴を提起した原告らを指すものではない」と判示した。
　しかし，発言②については「『あれ』という言葉は，先行発言について損
害賠償を求めた前訴を指すものであり，『あの人たち』という言葉は，その
ような前訴を提起した原告らを指すものであることは明らかである」とし
て，「あの人たち」が原告ら92名を指すと判断した（但し，「裁判のための裁判」
「パフォーマンス」という言葉が名誉毀損になるかという点について，判決は，発言②は
「原告らの提起した前訴の意義を否定的に評価しているとの印象を与えるものではあるが，
その意味内容は，…直ちに犯罪行為や不正行為などの反社会的な行為を想起させたり，反
社会的な評価をもたらすものではない」，「仮に，『裁判のための裁判』とか『パフォーマ
ンス』という言葉を用いた表現をすることによって相手方の感情が一定の限度で害される
ことがあったとしても，その方法や態様などをも加味した一体としての表現が社会的に許
容されている限度を客観的に超えているものではない限り，名誉毀損行為となることはな
い」と判示し，不法行為の成立は否定した）。
2 　否定例
　（1）　京都地裁昭和50年 7 月11日判決［菊地博裁判長，小北陽三裁判官，
佐々木寅男裁判官］（判時802号105頁，判タ332号304頁）
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　週刊誌「サンデー毎日」昭和49年 1 月27日号誌上の「血槍三代」と題する
連載小説中に，「朝鮮征伐」なる語句が使用されたことから，当該語句の使
用が原告の名誉を毀損するものであるとして，謝罪広告が求められた事案で
ある。
　判決は，民法723条の趣旨は，加害者に対する制裁や被害者の主観的満足
を図るためではなく，金銭賠償のみでは填補され得ない，被害者の人格的価
値に対する社会的，客観的な評価自体の回復を図ることにあるから，同条に
いう名誉は，社会的名誉を指し，名誉感情は含まないと解するのが相当であ
る旨判示した最高裁昭和45年12月18日判決（民集24巻13号2152頁）（以下「昭和45
年判決」という）を引用したうえで，「原告の主張は，要するに『朝鮮征伐』
という語句は，その『征伐』の意味内容よりして朝鮮あるいは朝鮮人を侮辱
する意味内容を有するものであるから，右語句を使用することは朝鮮人の一
人である原告を侮辱し，その名誉を毀損するものであるということに帰する
が，仮に右語句がその主張のような侮辱的意味内容を有するとしても，これ
によって毀損されると考えられるものは，原告の前記社会的名誉ではなく，
原告が朝鮮人として有する誇り，すなわち名誉感情である」と判示し，原告
の請求を棄却した。その後，昭和51年 4 月20日，大阪高裁が控訴棄却の判決
をし，確定した
８）
。
　（2）　大阪地裁平成 5 年 3 月26日判決［小田耕治裁判長，内藤正之裁判
官，田村政巳裁判官］（判時1473号102頁）
　平成 2 年12月20日付朝日新聞および日本経済新聞の各朝刊の社会面に，父
親が保険金目当てに娘を殺害した事件について，その動機の背景として「サ
ラ金」からの借金の存在等を指摘する記事が掲載されたことが，消費者金融
業者である原告らの名誉を毀損するものであると主張して，不法行為に基づ
く損害賠償の支払及び名誉を回復する処分として謝罪広告の掲載を求めた事
案である。
　原告らが問題としたのは，「『保険金目的』と供述─『遊興費かさみサラ金
8 ）　ジュリスト653号14頁
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苦』との見出しのもとに，「容疑者は『サラ金返済に困り，娘にかけた2000
万円の保険金目的に殺した』と自供しているといい，同県警で裏付け捜査を
急いでいる」とか，「これまでの調べや自供では，同容疑者は約42万円の月
収を得ていたが，スナックでの飲み代，パチンコ代などの遊興費がかさみ，
サラ金などに約1500万円の借金ができた。しかし，返済に困り， 3 年ほど
前，美子ちゃんにかけた普通死亡保険1500万円（災害死亡時は2000万円）に目
をつけ，美子ちゃんを殺し，その保険金で借金を返そうと計画した，とい
う」などと記載された記事である。
　判決は，本件記事の要旨は，「実子殺しの犯人が父親であり，殺害の目的
は生命保険金の取得にあったことを報道し，さらにその背景として犯人が
『サラ金』などに多額の借金があり返済に困っていたことを伝えたもの」で
あり，「『サラ金』との関係の指摘は右の限度にとどまっておリ，サラ金業者
の過剰融資や高金利が生活の破綻をもたらしたとか，サラ金業者の取り立て
が苛酷なもので容疑者を犯行に追い込んだとかの具体的な記述は一切なされ
ていない」，「見出しに『サラ金苦』という表現はあるが抽象的なものにとど
まり，具体的な内容は示されていない」し，他方で，「多額の借金の原因は
パチンコやスナックの飲代などの遊興費や私生活の乱れにあることが具体的
に記載されている」ことから，「記事を素直に読むかぎりは，仮に一般読者
の『サラ金』に対するイメージを前提としたとしても，本件記事が本件事件
をいわゆるサラ金被害の一例とし，非難をサラ金業者に向けているものとは
解されない」，「『サラ金』というのは消費者向無担保貸金業者に対する一般
的な指称であって，それらが一定の組織や方針の下に統合されているわけで
はないから，…一部の読者が苛酷な取り立てなどを連想して非難をサラ金業
者に向けることがあり得たとしても，それはあくまでも本件記事…が対象と
している…容疑者に対して融資をしていたという特定の業者に対してであっ
て，全国8500社というサラ金業者一般に対するものではあり得ない」などと
して，上記記事によって当該特定の業者以外の原告らの名誉が毀損されると
はいえない，と判示した。
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　但し，「特定のサラ金業者の非違が報道されることによって，サラ金業務
一般の社会的なイメージが悪化するといったことも考えられないわけではな
いが，通常の場合，それはあくまでも当該報道の間接的，反射的な影響にと
どまるものというべきで，当該報道によってサラ金業者全体に対する名誉毀
損が成立するとみるべきではない。もっとも，当該業者について高金利，過
剰貸し付け，苛酷な取り立てといったような業態が具体的に指摘されたうえ
で，さらに進んでそれが業界一般の姿であるというような記述がなされた場
合などには，さらに検討しなければならない問題が生じ得よう」と判示し，
記載の仕方によっては名誉毀損が成立し得ることを示唆する判示をしてい
る。
　そして，「原告らは，『サラ金』という集合名詞の下に本件記事により全国
8500社の消費者金融業者の名誉が直接毀損されたとも主張する。これはいわ
ゆる集団に対する名誉毀損の成否の問題であるが，そもそも，ある集団ない
し業界がそれ自体として名誉を毀損されるということはあり得ないというべ
きであるし，また，個人が，その属する多人数で構成される集団あるいは業
界について一般的な指摘がなされることによってその名誉を毀損されること
もあり得ないと解すべきである。したがって，仮に本件記事に『サラ金』一
般に対する非難の要素が含まれていると仮定してみても，その非難は，サラ
金業界に対する概括的かつ一般的な非難にとどまるものであって，当該業界
に属する個々の業者を非難するものではないのであるから，これによって，
個々の業者の名誉が毀損されることはない」と判示し，原告らの請求を棄却
した。
　（3）　東京地裁平成11年10月 1 日判決［成田喜達裁判長，山崎勉裁判官，
中丸隆裁判官］（平成 5 年（ワ）第6152号，LEX／DB 文献番号28062609）
　1922年（大正11年）生まれの韓国籍の女性である原告が，第二次世界大戦
中の約 7 年間にわたり，中国大陸でいわゆる従軍慰安婦とされ，旧日本国軍
隊の兵士らから暴行，強姦などの被害を受け，著しい肉体的精神的苦痛を被
ったと主張して，被告である国に対し，主位的に，国際法及び民法に基づ
124　　創価ロージャーナル第11号
き，予備的に，国会答弁等においていわゆる従軍慰安婦の制度に対する日本
軍及び被告の関与並びにその強制連行性を否定する趣旨の発言がされたこと
により原告の名誉が毀損されたなどと主張して，国家賠償法 1 条 1 項， 4
条，民法723条に基づき，謝罪及び損害賠償を請求した事案である（なお原告
は，名誉毀損以外にも不法行為の原因を挙げているが，本稿とは直接の関係がないため，
省略する）。
　原告が問題とする発言は，労働省職業安定局長（当時）の参議院予算委員
会における答弁（「慰安婦なるものにつきまして，古い人の話等も総合して聞きます
と，やはり民間の業者がそうした方々を軍とともに連れ歩いているとか，そういうふうな
状況のようでございまして，こうした実態について私どもとして調査して結果を出すこと
は，率直に申し上げてできかねると思っております。」というもの），労働省職業安定
局長（当時）の参議院予算委員会における答弁（「私どもといたしましては，朝鮮
人従軍慰安婦問題という御指摘でございましたので調査をいたしましたが，当時，厚生省
の勤労局あるいは国民勤労動員署というのがございまして，こういうところが動員業務を
担当していたわけでございますが，当時そこに勤務しておりました者から事情を聴取いた
しました結果，厚生省勤労局も国民勤労動員署も朝鮮人従軍慰安婦といった問題には全く
関与していなかったということでございまして，私どももそれ以上の状況を把握できない
ということでございます。」というもの），平成 4 年 7 月の K 官房長官（当時）の発
言（「募集のしかたについて（強制連行を示す）資料は発見されていない。」というもの）
である。
　判決は，昭和31年判決及び昭和45年判決を引用し，「言論による名誉の侵
害があったといえるためには，その言論が人の社会的評価を低下させるに足
りる具体的なものである必要があり，かつ，当該言論により特定人について
前記人格的価値に係る客観的な社会的評価が低下させられたことが必要であ
ると解すべきである」とした。そして，原告が問題とする発言は「いずれも
被告の従軍慰安婦制度に関する調査結果をその段階ごとに述べているものに
すぎず，発言内容自体からも，各発言に係る調査は相当限界のある不十分な
ものであったことが明らかにされており，各発言内容は具体性がなく，原告
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を含む特定の人々に関して述べられたものと理解することは難しく，まし
て，原告主張のように従軍慰安婦であったとされる人々が任意に売春行為を
行ったなどの趣旨を含むと理解することは不可能である」として，「これら
の発言によって原告に対する社会的評価が低下したということはできず，原
告の名誉が侵害されたとはいえない」と判断した。
　また，判決は，上記発言が原告らの名誉感情を侵害するかについても「表
現態様が社会通念上許される限度を超えた侮辱行為によって名誉感情が侵害
された場合には，その行為は不法行為を構成すると解することができるが」，
「各発言内容が社会通念上是認し得ないような表現態様の侮辱行為であると
認めることはできない」として，これを否定した。
　（4）　東京高裁平成12年11月30日判決［鬼頭季郎裁判長，慶田康男裁判
官，梅津和宏裁判官］（判時1741号40頁）
　上記東京地裁平成11年10月 1 日判決の控訴審判決である。
　控訴審では，控訴人（原告）は，他の議員の発言も追加して取り上げて，
名誉毀損であると主張した（控訴人が取り上げた発言は，平成 6 年 5 月の N 法務大
臣の共同通信社のインタビューに対する「（従軍慰安婦は）時の公娼であった」という発
言，平成 8 年 6 月の O 衆議院議員の記者会見における「商行為に参加した人たちだ」と
の発言，平成 9 年 1 月の E 衆議院議員の，歴史教科書への従軍慰安婦の記述に関する「い
つどこで日本の官憲が強制連行したという事実が明らかになっているのか」との発言，平
成 9 年 1 月の K 内閣官房長官の「今，従軍慰安婦問題で騒いでいる人たちは，当時の公
娼制度を知らずに言っている。当時は公娼制度が厳然としてあった」との発言，平成 9 年
2 月の S 衆議院議員の「おおむね現地の女衒が一役買って，中国の人なり韓国の人なりが
集めていた。本人の意思で望んでそういう道を選んだ人たちがする」との発言，平成10年
8 月の N 農相の「総じて強制であった」とした政府談話についての「事実でない可能性
が高いのに政治，外交に翻弄されている」「当時は強制連行の事実もないし，従軍慰安婦
という言葉もなかった」との発言である）。
　判決は，上記各発言は「政治的議論に属する限りの個人的発言」であり，
証拠によれば「概ね右の発言者が述べた内容の実態例も存したものと認めら
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れるから，直ちに被控訴人による名誉毀損となり得るものではなく，また，
各発言が名誉毀損の害意に基づくものであったとも認められない」とした。
　また判決は，上記発言は「重大な人権侵害を受けた元従軍慰安婦であった
者にとっては，…基本的にその心を傷つけるものであったと推認され」る
が，「名誉感情は，…社会通念上許される限度を超えた侮辱行為によってそ
の侵害がある場合でなければ，名誉感情に対する侵害を不法行為ということ
はできないものであるところ，…いずれも元従軍慰安婦であった者に対する
限度を超えた侮辱行為であるとまで認めることはできない」と，一審と同じ
判断をした。
　（5）　東京地裁平成17年 2 月24日［河村吉晃裁判長，白川純子裁判官，豊
田哲也裁判官］（判タ1186号175頁）
　石原慎太郎東京都知事（当時）が，雑誌の取材，東京都議会の席上等にお
いて「“文明がもたらしたもっとも悪しき有害なものはババァ”なんだそう
だ。“女性が生殖能力を失っても生きてるってのは，無駄で罪です“って」
等の発言（本件各発言）をしたことから，東京都内及び隣接する県内に在住す
る女性である X ら131名が，名誉毀損などを理由として，石原都知事に対
し，不法行為に基づき，謝罪広告の掲載及び慰謝料等の損害賠償を求めた事
案である。
　判決は，「不法行為の被侵害利益としての名誉は，人がその人格的価値に
ついて社会から受ける客観的な評価であり，名誉毀損は客観的な社会的評価
を低下させる行為にほかならない」ところ，本件各発言は「生殖能力を失っ
た女性ないし女性という一般的，抽象的な存在についての見解の表明であ
り，X ら個人を対象として言及したものとは認められない」から，X ら個
人の社会的評価を低下させたものと認められないとして，本件各発言による
X ら個人に対する名誉毀損の成立を否定した。
　なお，X らは，名誉毀損の他に，「尊厳をかけて幸福を追求し，性の有様
いかんにかかわらず平等に生きる権利」等の権利が本件各発言により侵害さ
れたと主張した。しかし判決は，X ら主張の権利はそのまま不法行為上保
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護されるべき権利ないし法的利益とは認められず，これを不法行為上保護さ
れるべき人格的利益と解するとしても，本件各発言により X ら個人に何ら
かの強制がされ利益が侵害されたとは認められない，本件各発言によって
X らが被った損害は内心の平穏が害されたということに集約されるが，本
件各発言は一般的・抽象的な対象についての見解の表明であるから，個々の
「女性」等に対し深刻な精神的苦痛を与えるものとは認められない等として，
名誉侵害以外を理由とする損害賠償請求も理由がないとし，X らの請求を
全面的に棄却した。
　（6）　大阪地裁平成18年 4 月11日判決［森宏司裁判長，真辺朋子裁判官，
玉野勝則裁判官］（平成17年（ワ）第4267号，ウエストロー文献番号2006 
WLJPCA04119004）
　全国で127店舗の回転寿司チェーンを経営している原告会社が，被告の出
版する週刊誌に，一皿100円程度の低価格で回転寿司を提供している店（以
下「100円回転寿司店」という）は全て味や形の似た食材を使用している，とい
った内容の見出し及び記事が掲載されたことによって，一般人に原告が商品
の偽装表示をしていると誤認され，もって信用を毀損し，営業を妨害された
として，不法行為に基づく損害賠償請求及び信用回復処分として300万円の
支払及び謝罪広告の掲載を求めた事案である
９）
。本件記事の表紙には「“不当
表示”追及！『回転寿司』の“ネタの秘密”をバラす！」「一皿100円均一？
ありえません！！」とあり，かつ，本文の見出しには「市中にはびこる代替
ネタにご用心！」「一皿100円均一？本物ならばありえません！！」などの記
載があった。
　原告は，本件記事は100円寿司を提供する店舗すべてが代替ネタを使用し
9 ）　原告は，本件記事によって，原告の信用が毀損されたと主張している。判決は，民法710
条，723条にいう名誉とは，「人がその品性，徳行，名声，信用等の人格的価値について社会か
ら受ける客観的な評価，すなわち社会的名誉を指す」，「原告の信用もまた，原告の名誉の中に
包含される」として，信用を毀損するか否かについても，「他の名誉毀損の場合と同様，一般
読者の普通の注意と読み方を基準として，原告の有する社会的な評価を低下させるかどうかに
よって判断すべきである」と判示している。
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ているような断定的な内容の記事であるから，原告も代替ネタを使用してい
ると報じられたことになる，などと主張した。
　被告は，本件記事は，「回転寿司の高級ネタの中には味や形のよく似た他
の魚や貝が代替ネタとして用いられることがある」との事実を摘示したもの
であり，「100円寿司を提供する店舗すべてが代替ネタを使用している」と述
べているわけではないこと，本件記事にはすべての100円回転寿司店が代替
ネタを使っているわけではない旨を明示していること，本件記事は回転寿司
業界全体を取り上げた記事で，100円回転寿司店という特定の業種に限定し
て記事を構成したものではないこと，全国には5000店を超える回転寿司店が
あるので，本件記事から原告を想起することはありえないことなどを反論と
して主張した。
　判決は，まず，本件記事が，回転寿司店又は100円回転寿司店の社会的評
価の低下をもたらすような内容であるかについて検討を加え，これを肯定し
た上で，次いで，本件記事の対象者の特定の点について，①本件記事から原
告を特定できるか，②本件記事が100円回転寿司店すべてを対象にする記事
か，③業界又は集団に対する信用毀損が成り立つか，について分析し，検討
を加えている。
　すなわち，①本件記事から原告を特定できるかについて，本件記事に原告
の名称は記載されていないこと，本件記事は100円回転寿司店だけでなく回
転寿司店全体を対象としているものであるところ，原告の店舗数が127店舗
にすぎないことと全国で5000店を超える回転寿司店が存在することとを対比
すると，一般読者は原告を想定すると認められないこと，業界売上高第 4 位
でそのシェアは1.8パーセントの原告
10）
が100円回転寿司店の業界を代表する地
位を占めるものとはいえないことなどを理由に，「一般読者が，原告を特定
した上で，代替ネタを使用していると認識するようなものでもない」と判示
した。
10）　裁判所ウエブサイト掲載の原文（http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/028/033028_
hanrei.pdf）では，「被告」となっているが，文脈からして「原告」の誤記と思われる。
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　次に，②本件記事が100円回転寿司店すべてを対象にするものかについて
は，「本件記事の表紙や見出し…を強く取り上げ，その語義と文理を重く考
えるならば，100円回転寿司店では，高級なすしネタに関しては表示どおり
の食材を使用することはありえず，代替ネタを使用していると述べているこ
とになる」が，本件では，すべての100円回転寿司店が代替ネタを使用して
いるとの印象を与えるものではない，と判示した。その理由は，本件記事が
回転寿司業界全体を対象としており，全体としては回転寿司においては代替
ネタを使用する店が多いという印象を読者に与えていること，全ての100円
回転寿司店で代替ネタを使用しているとの趣旨の表現は全くみられないこ
と，むしろ，本文記事の監修者の発言として「現在，回転寿司は全国に5000
軒ほどあるのですが，例えば“全品 1 皿105円均一”のように，安さを最大
のウリにする店の中には，人気のある高級ネタの代わりに，味や形の似た安
い魚や貝などを代替ネタとして使う場合も確かにありますね」と記載され，
100円回転寿司店の中には代替ネタを用いることがあることを示しているに
とどまることなどの事情が挙げられている。
　さらに，③業界又は集団に対する信用毀損が成り立つかについては，「特
定の企業や店舗を示さない場合であっても，回転寿司店とりわけ100円回転
寿司店では，一般的にせよ代替ネタを使用していると本件記事によって報じ
られることによって，原告の業務に影響があることは考えられるが，100円
回転寿司店というだけでは漠然としているために信用毀損の対象としては明
確性を欠き，また100円回転寿司店を営む店舗や企業が多数に上ることを考
えるならば，その業界又は集団に属する構成員に対する信用毀損が生じたと
も解されない。なお，念のため付言するに，仮にこの点が肯定されるとして
も，本件記事は外食産業における食材の表示をとりあげたものであって公共
性及び公益を図る目的があると考えられ，また，100円回転寿司店の中には
代替ネタを用いている店舗があることは原告も争わないところであるから，
本件記事はその限度では真実であると認められる。したがって，本件記事は
違法性を欠くことになる。」と判示した。
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　（7）　東京地裁平成19年 6 月21日判決［中西茂裁判長，本多幸嗣裁判官，
別所卓郎裁判官］（平成16年（ワ）第10840号，ウエストロー文献番号
2007WLJPCA06218011）
　国鉄民営化の際，JR が国鉄労働組合（略称「国労」）等の組合員に対して採
用差別を行ったか否かをめぐる紛争（JR 不採用問題）に関して，国が，国際
労働機関（ILO）の下部組織である結社の自由委員会に対して情報提供した
ことによって，原告らの名誉が毀損された等と主張して，国に対し，謝罪広
告の掲載と，国家賠償法 1 条 1 項に基づき，精神的損害に対する慰謝料の支
払を請求した事案である。原告らは，元国鉄職員で，国労（国鉄職員らによっ
て結成された労働組合）の組合員であった者である。
　本訴に至る経緯は次のようなものである。
　昭和62年に国が国鉄の旅客鉄道事業・貨物鉄道事業を承継法人に引き継が
せるにあたって，国鉄職員の中には，承継法人の職員として採用された者も
いたが，再就職先が未定であった職員7628名は，日本国有鉄道清算事業団の
職員となった。
　その後，上記7628名は，昭和62年 4 月 1 日から 3 年間にわたって再就職対
策の措置を受け，あるいは，JR 北海道及び JR 九州を除く JR 各社が実施し
た広域追加採用に応じるなどした結果，うち6581名は再就職先を決定するな
どして清算事業団を退職したものの，残り1047名は平成 2 年 4 月 1 日付で清
算事業団を解雇された。
　国鉄の分割民営化に一貫して反対してきた国労及び全国鉄動力車労働組合
（以下「国労等」という）は，民営化に際し JR 各社が国労等の組合員を従業員
として採用しなかったことは所属組合による差別であるなどと主張して，18
の各地方労働委員会に不当労働行為救済命令の申立てを行い，以後，国労等
や労働委員会，JR 各社の間で，訴訟等の紛争が生じた
11）
。
11）　各地方労働委員会は，いずれも JR 各社の不当労働行為を認め，救済命令を発したため，
JR 各社からの不服申立がなされた。中央労働委員会も救済命令を発したことから，JR 各社
は，東京地裁に中労委の各救済命令の取消しを求める行政訴訟を提起した。東京地裁は，この
うち，原告らを含む北海道及び九州における国労組合員の不採用に関する事件（北海道・九州
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　その後，国労は，ILO の結社の自由委員会に対し，JR 不採用問題等に関
して，日本政府が団結権及び団体交渉権についての原則の適用に関する条約
等に違反している旨提訴した。この際，結社の自由委員会からの勧告を受け
て，日本政府は，国労等の組合員の採用を拒否した理由に関する情報を同委
員会に提出したが，これに，以下のような内容が含まれていたことから，原
告らが，名誉毀損等を主張したものである。
　原告らが名誉毀損であるとした記載内容は，「これらの組合員の中に，無
断欠勤等勤務状況に問題があるとされた者が多数いたためと思われる」（記
載①），「全国ベースで JR への組合別採用率を見た場合，国労組合員の採用
率は，他の組合員のそれに比較すれば低いものの，数値的には80％を超えて
おり，この数値は，同組合員の中には，特定の地域（北海道，九州）における
JR への就職に固執した者が多かったことにかんがみれば，さほど低い値で
はないとの評価もある」（記載②），「実際に就職を希望した者については，国
労・全動労を含めて全員が採用された。…しかしながら，国労及び全動労
は，（中略）あくまでも地元 JR への採用にこだわり続けた」（記載③），「彼等
とその家族が今日に至るまで苦しい生活を余儀なくされているのは，JR へ
の追加採用や国鉄清算事業団の手厚い再就職対策に一切応じず，彼等自身が
あえて選択した道であるという見方もある」（記載④），等の記載である。
　判決は，「ある個人が属する集団に向けて社会的評価を低下させるような
表現が行われたとしても，当該集団を特定することが直ちに当該個人を特定
させると認められるような特段の事情が認められない限り，直ちに当該個人
の社会的評価を低下させることにはならないから，原則として，当該個人に
対する名誉毀損は成立しない」との判断基準を示した上で，上記各記載が対
象としているのは，「国鉄の分割民営化に際して JR 各社に採用されなかっ
た北海道等一部の地域における国労等の組合員のうちの多くの者」（記載①），
訴訟）並びに本州における国労組合員の不採用に関する事件（本州訴訟）について，中労委の
救済命令を取消す判決をしたため，中労委がこれを不服として控訴した。東京高裁は，これら
の控訴を棄却する判決をし，最高裁も中労委の上告を棄却した。
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「北海道及び九州地域における国労組合員」（記載②），「国鉄の分割民営化に
際して清算事業団の職員となった国労等の組合員のうち広域追加採用に応募
しなかった者」（記載③）「平成 2 年 4 月に清算事業団を解雇された1047名の
職員」（記載④）であると判示した。
　そして，記載①については，「当該記載の対象である集団の中に原告らが
含まれているか否かすら判然としない」こと，記載②ないし④については，
「その記載の対象者が含まれる大規模な集団に原告らが属していることを読
みとれるものの，原告ら個人を特定し得るような情報はなく，原告ら個人の
社会的評価が低下したと認めることはできない」ことから，本件記載①ない
し④は，「いずれもその対象が，構成員を個別に特定することが困難な程度
に大規模な集団であるというほかなく，それ以上に，原告ら個人を特定し得
るような情報が本件追加情報に含まれていたとは認められない」から，「本
件記載①ないし④によって，原告ら個人の社会的評価が低下したとは考え難
い」と判示した。
　（8）　東京地裁平成28年 7 月28日［脇博人裁判長，齋藤岳彦裁判官，大橋
勇也裁判官］（平成27年（ワ）第1837号，平成27年（ワ）第8195号，ウエ
ストロー文献番号2016WLJPCA07286009）
　朝日新聞が，昭和57年から平成 6 年にかけて，いわゆる従軍慰安婦をめぐ
る問題に関し，旧日本軍が若い女性を「従軍慰安婦」として戦場に強制連行
し性奴隷として従事させたという記事を掲載したこと等により，原告らが，
「本件各記事の内容は，日本人が20万人以上の朝鮮人女性を組織的に強制連
行して性奴隷として酷使する20世紀最大級の残虐な人権侵害を行ったにもか
かわらず，これを認めず，度重なる国際世論からの勧告にも従わず，被害者
に対する補償も関係者の処罰も歴史教育も行わない無責任な民族ないし人種
であるという不名誉極まりない烙印を押し，日本人としてのアイデンティテ
ィを自らの人格的生存の中核に置いてきた原告らの尊厳を傷付け国際社会に
おける客観的評価を低下させた」などと主張して，「国民的人格権・名誉権」
を侵害されたとして謝罪広告，慰謝料等の支払いを求めた事案である。
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　判決は，「報道・論評の客体は，当時の旧日本軍ひいては大日本帝国ない
し日本政府であり，原告らを始めとする特定の個々人を対象にしたものでは
ない」「本件各記事の掲載により，原告ら個々人について社会から受ける客
観的評価が低下するという道理はない」として，原告らの請求を棄却した。
　なお，原告らは，「集団的名誉毀損について，集団を構成する個々の人格
的尊厳と密接に結びつき，その中核を形成しているアイデンティティに関わ
る事実が虚偽の報道によって不当に貶められたり，誤った風評となって個々
の生活に具体的な損害を生じさせたりしたような場合には，不法行為責任を
免責する理由はない」と主張していたが，判決は，「原告らが国民的人格
権・名誉権の根拠としていると思われる憲法13条は，その前段で個人の尊厳
原理を定め，後段はこれを受けて幸福追求権として，人格的自律の存在とし
て自己を主張し，そのような存在であり続ける上で重要な権利，自由を包括
的に保障するものと解されるのであり，旧日本軍の行為について誤った内容
の報道がされたことにより大日本帝国又は日本政府に対する批判的評価が生
じることがあるとしても，このような個々人に保障される人格権等を侵害す
ると解することには飛躍があり，上記のような報道をもって当該国家に属す
る国民の憲法13条で保障される人格権等を侵害するものと解することはでき
ない」と判示してこれを排斥した。
　原告らは控訴したが，控訴審の東京高裁平成29年 9 月29日判決［村田渉裁
判長，一木文智裁判官，住友隆行裁判官］（平成28年（ネ）第4616号，LEX／DB
文献番号25547534）も，「人格権たる名誉権の侵害とは，人の客観的な社会的
評価を低下させる行為をいうのであり，その評価が名誉権侵害を主張する特
定の個々人の社会的評価であることは，私法上の権利侵害の救済を図ること
を目的とする不法行為の成否判断において当然の前提というべきである。し
かるところ，本件各記事には，控訴人ら自身やその関係者やその行為等を直
接又は間接に対象としたと認められる記載は一切ない。記載されているの
は，第二次世界大戦終結前の旧日本軍の非人道的行為及び戦後の日本政府が
これに対して補償等真摯な対応をしていないことを指摘する内容であり，控
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訴人らは，日本人であるという以外に本件各記事の対象との間に何らの関係
も認められないのであるから，仮に旧日本軍という集団及び日本政府が本件
各記事により国際的非難を受けその評価が低下した事実があったとしても，
控訴人らを対象とした記事であるということはできず，本件各記事によって
控訴人ら個々人についての社会的評価が低下すると認めることはできない」
などと判示して，控訴を棄却した。
　（9）　東京地裁平成29年 4 月27日［佐久間健吉裁判長，吉川昌寛裁判官，
葛西正成裁判官］（平成27年（ワ）第4282号，同第21694号，同第24171号，
同第28335号，平成28年（ワ）第23032号，ウエストロー文献番号2017WL 
JPCA04276002）
　上記（ 8 ）と同様，被告によるいわゆる従軍慰安婦問題に関する報道の結
果，「日本人は，20万人以上の朝鮮人女性を組織的に強制連行して性奴隷と
して酷使する20世紀最大級の残虐な人権侵害を行い，そうであるにもかかわ
らずこれを認めない無責任な民族ないし人種であるという二重の不名誉な烙
印を押された結果，名誉を毀損された」などと主張して謝罪広告等を求めた
事案である。
　判決は，「原告らに対する関係で不法行為としての名誉毀損が成立するた
めには，問題とされている名誉が原告らという特定の者に帰属し，かつ，そ
の特定の者に帰属する名誉が被告の表現行為によって毀損されたと評価する
ことができる必要がある。法人や権利能力なき社団等以外の，私法上権利・
利益の帰属主体とはいえない集団に関する表現行為が名誉毀損となり得るの
は，問題となっている品性，徳行，名声，信用等の人格的価値について社会
から受ける客観的評価が特定の集団に帰属すると評価することができ，か
つ，当該集団に向けられた表現内容の具体性や当該集団の性格や規模等を客
観的にみて，当該表現行為により当該集団を構成する特定の者の社会的評価
を低下させたとみることができる場合に，当該特定の者に対する関係で名誉
毀損が成立するにすぎない」との基準を示し，原告らの場合はこれに当たら
ないとして請求を棄却した。
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第 4 　検　　　討
　 1 　下級審の裁判例は，「日本人」「朝鮮人」「女性」「従軍慰安婦」といっ
た抽象的な集団（否定例の（ 1 ）（ 3 ）（ 4 ）（ 5 ）（ 8 ）（ 9 ））に対する表現によっ
てその構成員の名誉が毀損されることは認めていない。これは，集団が漠然
としているゆえに，当該表現は一般論を言っているに過ぎないと理解される
からであろう。
　「サラ金業者」（否定例（ 2 ））や「100円回転寿司店」（否定例（ 6 ））という集
団は，「日本人」等の集団に比べては具体性が増しており，実際に業者数を
数えることも不可能ではない。否定例（ 2 ）の裁判例では，サラ金業者が
「8500社」と認定され，また，否定例（ 6 ）の裁判例では，回転寿司店は
「5000」ほどであると認定されている（回転寿司店のうち「100円回転寿司店」に絞
ると，その数は5000以下となると思われる）。
　しかし，否定例（ 2 ）の裁判例は，「そもそも，ある集団ないし業界がそ
れ自体として名誉を毀損されるということはあり得ない」「個人が，その属
する多人数で構成される集団あるいは業界について一般的な指摘がなされる
ことによってその名誉を毀損されることもあり得ない」と判示している。ま
た，否定例（ 6 ）の裁判例は，「100円回転寿司店というだけでは漠然として
いるために信用毀損の対象としては明確性を欠き，また100円回転寿司店を
営む店舗や企業が多数に上ることを考えるならば，その業界又は集団に属す
る構成員に対する信用毀損が生じたとも解されない」と判示している。
　否定例（ 7 ）の裁判例は，「サラ金業者」「100円回転寿司店」という集団
とも異なり，母数が1047名と確定しており，その構成員が誰であるかも明確
な事案であった。しかし，判決は，「いずれもその対象が，構成員を個別に
特定することが困難な程度に大規模な集団であるというほかなく，それ以上
に，原告ら個人を特定し得るような情報が本件追加情報に含まれていたとは
認められない」との理由で，名誉毀損を否定している。
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　他方，肯定例は，167名（肯定例（ 1 ）），92名（肯定例（ 2 ））と，いずれも数
百人規模の場合である。
　こうした例からは，少なくとも構成員が1000を超える集団に対する表現に
ついては，「多数」「大規模」であるという理由で名誉毀損の成立が否定され
る傾向があると考えられる。
　 2 　本判決は，上記のように，第一審が「A 市内において野菜を生産す
る農家といった程度に相手方が特定されていれば十分」と述べ，上級審はこ
の判断を前提とした判断をしている。
　A 市の統計
12）
によれば，本件放送がなされた時期に近い平成12年の A 市の
総農家数（ここでは，「農家」とは，経営耕地面積が10アール以上の農業を営む世帯ま
たは年間農産物販売金額が15万円以上あった世帯を意味している）は，1934戸であり，
うち販売農家（経営耕地面積が30アール以上または年間農作物販売金額が50万円以上の
農家）は1374戸である。統計から漏れている農家も存在し得ることも考える
と，本判決は，従来の裁判例が，「多数」「大規模」であるという理由で名誉
毀損の成立を否定してきた1000以上の構成員を有する集団への表現のケース
において，そのうちの367名に社会的評価の低下を認めた，ということにな
る。最高裁は，単に規模の大小だけで社会的評価の低下の成否を判断してい
るわけではない，ということであろう。
　 3 　第一審が「A 市内において野菜を生産する農家といった程度に相手
方が特定されていれば十分」と判断したことについて，紙谷雅子教授は，た
しかに本件放送は A 市産のほうれん草等の安全性に対し信頼を失わせたと
いうことはできるが，「そのことが A 市内においてほうれん草等各種野菜を
生産，販売する農家の社会的評価を低下させたと直ちに認定できるかどう
か，それで名誉毀損が成立すると判断してよいのか，疑問」と述べておられ
る。そして，名誉とは，人がその品性，徳行，名声，信用等の人格的価値に
12）　https://www.city.tokorozawa.saitama.jp/other/H26toukeisho/05nougyou.html
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ついて社会から受ける客観的な評価，すなわち社会的名誉を指し，人が自己
自身の人格的価値について有する主観的な評価，すなわち名誉感情は含まな
い，との従来からの名誉の意義を踏まえると，「個人に対する名誉毀損と同
じように集団に対する名誉毀損が成り立つのか，たとえ成り立つとしても，
構成員を明確に特定し得る集団と異なり（A 市内のほうれん草等各種野菜を生産，
販売する農家という）構成員の明確とはいえない集団に対しても成立するのか，
そのような構成員に名誉毀損に基づく損害賠償請求権があるのか，さらに，
本件放送が A 市内において各種野菜を生産，販売する X らに言及せずに，
葉物野菜が安全ではないような印象を与えるだけで，X らの名誉感情はと
もかくも，社会的評価を低下させたことになるのか，ほうれん草など葉物野
菜を生産，販売していない農家にも名誉毀損の損害が及ぶのかなど，検討す
べき点であるように思われる」と述べておられる
13）
。
　 4 　たしかに，「名誉」の概念からすると，上記のような指摘も十分頷け
る。
　ただ，第一に，「A 市内において野菜を生産する農家」という概念は，「A
市以外で野菜を生産する農家」という概念と比較して，その優劣等を判断す
ることは可能であるから，他の地域の農家との対比との関係で，「A 市内に
おいて野菜を生産する農家」としての社会的評価は成り立ち得ると考えられ
る。近藤洋逸・好並英司「論理学概論」（岩波書店，1964年）は，概念の内包に
は，種々の場合があり，その概念の使用者が，それの示す外延を含む対象が
共有すると信じている性質の全体（主観的内包）は人によって違うが，我々が
種々の概念を用いて議論をし意見交換できるのは，ある概念の外延に任意の
対象が属するか否かを判定する基準として使用している一組の共通性質（公
共的内包）があるためである，と述べている。この説明を借りるならば，問
題となった表現の公共的内包がある場合には，一般読者は対象を特定でき
13）　「ダイオキシン汚染のテレビ報道による名誉毀損の成否」民商法雑誌130巻 4 ･ 5 号（2004
年）850頁
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る，と言い換えることができる。
　そして，本件のように，産地が A 市か否かによってその社会的評価に影
響を及ぼす報道がされた場合には，社会的評価を保護すべき必要性と合理性
も認められる。
　このように，「A 市内において野菜を生産する農家」としての社会的評価
が成り立ち得る事案で，かつ，産地が A 市か否かによってその社会的評価
に影響を及ぼす報道がされた場合には，名誉毀損は成立し得る，と考えられ
る。
　たしかに，「サラ金業者」や「100円回転寿司店」も，他の概念（たとえば
「銀行等の金融機関」とか「カウンターに板前がいる寿司店」など）と比較して，その
優劣等を判断することはできるし，公共的内包もある。しかし，これらに関
する上記裁判例は，いずれも，「サラ金業者かその他の金融機関か」とか
「100円回転寿司かそれ以外の寿司屋か」によってその社会的評価に影響を及
ぼす表現がなされた事案ではなかった点で，本判決と異なっている。
　また，第二に，構成員を明確に特定し得ない集団であることを理由に社会
的評価の低下自体が否定された場合，それだけで請求棄却の判決となる点が
問題である。損害の公平な分担という不法行為制度の趣旨，そして，名誉毀
損が表現の自由と人格権としての名誉との利益衡量の問題であることからす
れば，構成員を明確に特定し得ない集団であるというだけで社会的評価の低
下自体が否定されると，適正妥当な事案の解決に結びつかない場合もある。
　ことに，本判決の事案は，A 市の農家は，ダイオキシン類による汚染を
引き起こした者ではなく，むしろその被害者である。泉徳治裁判官は本判決
の補足意見で，A 市の農家の人々が被害を受けた「根源的な原因は，上記
一連の報道が繰り返し取り上げてきた廃棄物焼却施設の乱立にある」と指摘
している。報道機関は，公共性・公益に資する報道をする場合であっても，
不用意に他人の信用・財産を侵害してはならないところ，本件では，Y ら
は，視聴者に対し，A 産の葉物野菜が全般的にダイオキシン類による高濃
度の汚染状態にあるかのような印象を与えないような報道をしようと思えば
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できたのに， スタッフとの打合せ時間を十分に取れないまま生放送に至って
しまったのである。
　本判決は，「A 市内において野菜を生産する農家」としての社会的評価を
観念し得る事案で，社会的評価の低下を認めることが適正妥当な事案の解決
にも合致する場合において，社会的評価の低下を肯定したものといえる。
　 5 　私は，当該表現が一般論を言っているに過ぎないといえる場合や，あ
まりに大きな規模の集団に対する表現である場合でない限りは，原則とし
て，社会的評価の低下自体は認めた上で，集団の大小や，特定の原告のこと
を指していると読み取れるかどうかといった問題は，損害の大小や救済方法
選択の問題として考慮することが適正妥当な解決につながるのではないか，
と考える。
　こうした考えは，昭和31年判決の控訴審判決で示唆されている。すなわ
ち，昭和31年判決の控訴審判決は，アパートの住人51名の社会的評価の低下
を肯定して取消広告の掲載を認容しつつ，但し，慰謝料請求については「被
控訴人らが前示認定の本件不真実なる記事によって精神上多少の苦痛を受け
たであろうことは，これを看取するに難くはないが，右記事は前述の諸般の
事情その他同被控訴人らを各個に誹謗したものではなく，結果において集団
的に名誉が毀損せられたに過ぎないものであると認められることを考慮する
ときは，本件名誉毀損による損害賠償としては，前記認定の記事取消文が掲
載せられることにより，別段各人に金銭的賠償をしなくても，過去並びに現
在の精神上の苦痛も同時に慰藉せられる」との理由で棄却しているのであ
る。
　 6 　本判決は，「A 市内において野菜を生産する農家」としての社会的評
価を観念し得る事案で，社会的評価の低下を認めることが損害の公平な分
担，表現の自由と人格権としての名誉の衡量上，適正妥当と解されるケース
において，社会的評価の低下を肯定したものであり，その判断は妥当である
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と考える。
 以　上
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【別紙】
B　　 それで，その A の野菜の調査を，JA でもやっているし，市役所も，もう空気の
汚染の土壌の調査もやっているんですが，なかなか発表したり，発表しても隠し
てたり，ちゃんとした数字が出てこないんで，実は C さんの総合研究所で，A の
野菜の調査をしました。そのダイオキシンの数字を今夜は敢えて，ニュースステ
ーションで発表しようと思います。えーこういう，調査の結果，数字が出まし
た。
（フリップが示される）
B　　 えー，これが，一番上が全国の厚生省調べ。グラム中のピコグラムのダイオキシ
ンの量を示しているんですが，A 1 グラム当たり0.64から3.80。この野菜というの
は，これはホウレン草と思っていいんですか。
C　　 ホウレン草がメインですけれども，葉っぱ物ですね。
B　　 葉物野菜。
C　　 大根の，あの，根っこの方はありません。みんな葉っぱ物ですね。
B　　 全国が 0 から0.43のところ，A の葉物は0.6から3.8。これはどの程度ひどいんです
か。
C　　 まあ10倍。日本のあの，平均の大気汚染に対して，ま，A のは 4 ～ 5 倍高いと思
うんですけれども，日本がさらに諸外国より10倍くらい高いんですけど，A はや
はり全国に比べてそれを見ますと，10倍，5 倍から10倍高い，ということが，ま，
私達の今までの調査で判りました。
B　　 今の話をちょっと，フワッと聞いちゃったんですが，そうすると世界的レベルか
ら見ると，日本全国が10倍高い。それよりも A は10倍高い。ということは世界レ
ベルから見ると，A の野菜は，ダイオキシン濃度は100倍高いということですか。
C　　 まあ，100倍高いということもないんですけれども，やはり，私達が今まで調べた
中では突出して高いですね。
B　　 これは，食べると危険なんですか。
C　　 えー，ま，WHO というですね世界保健機構が去年の春に 1 日の摂取量というの
を厳しいのを出しました。 1 ピコグラム。子どもさんが，40㎏ぐらいの体重の子
どもさんが，例えばホウレン草をですね20グラム位食べると，その基準値にほぼ
達しちゃうと。高い物を食べた場合にはですね。低い物でもやっぱり100グラム
位食べるとですね，WHO の基準に軽くおよんじゃうということですから，まー
あの，余り安全とは言えないですね。
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D　　 こういう野菜の話というのは，営業妨害になりやすいとか，そういう反応もあり
ますけれども。
C　　 あの，よく，風評被害，風評被害と言うんですけど，風評被害というのは，実際
それほど高くもない値にもかかわらず，その，マスコミとかですね，一部の専門
家が，その騒ぐと，住民が騒ぐ。それをもってその風評被害というわけです。し
かし，今回私達が，ま，数は限られていますけれど，調査した結果見ますと，明
らかに高い。ですからそれは，風評被害じゃなくてですね，完全にその，消費者
の立場に立ってみますとその，消費者はそんなものを買ったらですね，他のとこ
ろの食べるものに比べると，当然自分のリスクは大きくなるわけです。ですか
ら，それは，風評被害じゃなくて，実際の被害を受ける可能性がありますから。
これはあの，行政なり，厚生省なりですね，みんながその本気になって考えない
といけない値じゃないかなあと，私は，あのまだ調査の途中ですけれどもそうい
う感じを持ってます。
B　　 わかりました。数字をありがとうございました。JA は調べても数字を発表しな
い。農水省はこれから調べるなどという寝ぼけたことを言っております。実際の
数字は以上の通りです。ありがとうございました。
